
研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　介護老人保健施設　南山苑　　職　種　介護支援専門員　　氏　名　佐々木　礼子

	期　　間　平成　22　年　7　月　28　日　　13：30　～　16：00

	出張目的　介護支援専門員等研修会参加のため

	出 張 先　八戸市庁別館2階大会議室

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


≪全体考察≫

2005年、障害者自立支援法が成立されてから、障害者サービスにおいて、応能負担から応益負担へ移行し、介護保険制度と同様、原則利用者の1割負担（低所得者への減免措置あり）が2006年4月から施行された。施行前までは身体障害、知的障害、精神障害と制度が別々に分かれていたものが、共通のしくみによって共通のサービスが利用できるようになった。しかし利用者負担が増加したために、サービスを利用したくても利用できない、利用者を90%確保できない施設側では施設を閉鎖せざるを得ないといった弊害がおきていることも見過ごしてはならないことではないだろうか。

障害者サービスを受けるためには障害者手帳を所持していることが前提となる。障害者手帳には身体障害者福祉法による身体障害者手帳と知的障害者福祉法による愛護（療育）手帳、精神保健福祉法による精神障害者保健福祉手帳がある。障害者自立支援法ではすべての障害者が対象ではなく、前記3障害

（身体・知的・精神）のみ対象となる。よって、発達障害、情緒障害等の障害者手帳交付対象者として認定されることが難しい人達で、重複障害のない単一障害者は支援されないケースもある。制度が制定されてから5年しか経過しておらず、様々な点で準備不足、研究不足が浮き彫りになっていることは確かである。しかし、制度の内容を知らないために、利用できるサービスを利用しないまま、不自由な生活を送られていたりすることは利用者側の現状として多く見受けられる。障害者手帳を交付されている人が６５才になり介護保険の要介護・要支援の認定申請を行い、要介護・要支援と認定され介護保険サービスを利用するときは、障害者サービスと重複するものがあり、介護支援専門員が的確にサービスを提供しなければならない。また介護保険サービスでまかないきれないサービスは障害者サービスを利用するなど、臨機応変に対応できるよう障害者サービスについての理解を深めていきたい。障害者手帳を交付されている６５才未満の人は、サービス事業者と契約した時に、サービス事業者がケアプランの作成を手伝うなど、介護支援専門員と同じような仕事を担わなければならない。障害者が自立した生活を送ることができるよう支援することがサービス事業者や介護支援専門員の責務であり、障害者自立支援法のメリットやデメリットを考慮にいれながら、今後の政治の動向、制度見直し・改正など着目したい。

現在、八戸市では、市全体の４．５%の市民が障害者手帳を交付されており、６５才以上の介護保険第１号被保険者数の約１０%が障害者手帳を所持している。日本３大病の一つである脳卒中は、全国のなかでも青森県は高い発症率を示しており、身体障害者手帳の中の肢体不自由者は八戸市において５年間のうちに100人以上増加している。同じく日本３大病の一つである心臓病に、八戸市では内部障害者の増加が確認され、内部障害の中で心臓病の人の数が一番多いことがわかった。

介護支援専門員実務者研修において障害者サービスについての詳しい研修を今まで受講したことがなかったため、障害者サービスについて、また障害者自立支援法についての勉強をしていく必要があり、

利用者への説明、同意への道筋を滞りなく行っていけるよう努力したい。介護保険サービスが優先される場合と、障害者サービスが優先されるものを整理しながら理解を深め、実践したいと思う。

≪研修内容≫

「障害者サービスについて」　　　　　　　　　　講師：　障害福祉課　課長　　大石　治男

障害福祉サービスまでの流れ・・・

八戸市障害福祉課または相談支援事業者に相談


相談→申請→調査→審査・判定→認定・通知→事業者との契約

＊障害者手帳について

　1.身体障害者手帳（青色）2.愛護（療育）手帳（オレンジ色）3.精神障害者保健福祉手帳（緑色）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　様々なサービスを受ける際に必要
＊八戸市障害者数等の状況　　（平成18年～平成22年）

　◎身体障害者手帳所持者の推移

　　　　　　　　　　　　　　視覚障害・聴覚障害・言語障害―人数に変化なし

　　　　　　　　　　　　　　　肢体不自由・内部障害―人数増加

　◎愛護手帳所得者の推移

　　　　　　　　　　　　　　障害程度：A（最重要度・重度）、B（中度・経度）―人数増加

　◎精神障害者保健福祉手帳所持者の推移

　　　　　　　　　　　　　　1級、2級、3級―人数増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　障害者自立支援法により手帳を持つ人の人数が増えている

　　　　　　　　　６５才以上において10人に一人は障害者手帳を持っている

　　　　☆65才以上　身障年齢別・障害区分別・等級別数では

　　　　　　　　　　　肢体不自由―53％　と　　内部障害―35％　　が特に多い

＊障害者自立支援法によるサービスのしくみ

　①　障害者福祉サービス（介護給付・訓練等給付）　②　地域生活支援事業　③　自立支援医療

⑤　補装具費の支給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　障害者福祉サービス　　　　　訪問系サービス　　　　　居宅介護（ホームヘルプサービス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重度訪問介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行動援護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　短期入所（ショートステイ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　日中活動系サービス　　　　療養介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能訓練

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活訓練

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　就労移行支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　就労継続支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童デイサービス

　　　　　　　　　　　　　　　

居住系サービス　　　　　　施設入所支援

　　　　　　　　　　　　　共同生活介護（ケア　ホーム）

　　　　　　　　　　　　　共同生活援助（グループホーム）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地域生活支援事業　　　　　　相談支援・移動支援・コミュ二ケーション支援・訪問入浴
　　　　　　　　　　日常生活用具の給付・住宅入居等支援・日中一時支援

　　　　　　　　　　　　　　　運転免許取得費助成・自動車改造費助成
　　　　　　　　　　　　　　　住宅改修費給付・地域活動支援センター機能強化
　　　　　　　　　　　　　　　職親委託事業　

＊その他

　１）手当て（窓口申請必要）

　　　①　特別障害者手当：在宅の重度障害者（対象者２０才以上・対象者基準表有り）

　　　　　　　　支給額：月額26,440円

　

２）医療費の助成

　　　　①　重度心身障害者医療費の助成：病院診療費や薬局調剤費一部負担金の助成

　　　　　対象者：①身体障害者手帳1、2級　②身体障害者手帳の内部障害で３級

　　　　②　愛護A、精神１級―65才以上は後期高齢者医療制度加入の方

　　　　　支給額：市県民課税世帯（一部支給・一割負担）

　　　　　　　　　非課税世帯（全額支給）

　　　医療費の助成２

1 更生医療：角膜手術、関節形成手術、心臓手術、血液透析療法など

負担額等：市県民税課税世帯（一部支給・一割負担）

　　　　　非課税世帯（全額支給）

2 精神通院医療：精神障害、精神疾患のための通院医療

負担額等：有効期間は2年間（更新可能）

3 進行性筋委縮症の療養給付：療養及び必要な訓練を行う費用の給付

負担額等：各種保険による給付額を控除した金額

　　３）交通機関の割引き

　　　　①タクシー料金の助成：身体障害者１級、愛護手帳A

　　　　　支給額等：１枚570円の割引き券を月4枚（本人の所得制限あり）

　　　　②バス特別乗車証の交付：中程度以上の障害者対象（市営バス、南部バス→八戸市内のみ）

　　　　　　　　　　　　　　　　身体障害者手帳4級以上・愛護手帳・精神障害者保健福祉手帳

　　　　　支給額等：年間利用料あり（①タクシー料金の助成対象者はどちらか選択）

4 補装具費（購入、修理）の支給：介護保険該当者が給付を希望する場合は介護保険制度の　　　　　　　　保険給付となるものがある

支給額等：一割負担（所得による減免ある）
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